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１  目的  

  本事業は、小児救急医療支援事業及び小児救急医療拠点病院運  

 営事業に対して補助金を交付し、休日及び夜間の小児救急医療体  

 制を整備するものである。  

 

２  補助対象  

（１）小児救急医療支援事業  

   市町村が行う小児救急医療支援事業及びその他の病院の開設  

 者が行う小児救急医療支援事業に対し市町村が行う補助事業  

  ア 地域設定  

    地域設定は、原則として二次医療圏単位とする。ただし、  

  二次医療圏単位によりがたい地域については知事が設定する  

  地域とする。  

  イ 病院  

    地方公共団体または地方公共団体の長の要請を受けた病院  

  の開設者が整備、運営する病院で相当数の病床を有し、医師  

  等の医療従事者の確保及び救急専用病床の確保等、入院を要  

  する（第二次）救急医療機関としての診療機能を有する病院  

  とする。  

（２）小児救急医療拠点病院運営事業  

   知事の要請を受けた病院の開設者が行う小児救急医療拠点病  

 院の運営事業  

  ア 地域設定  

    地域設定は、原則として複数の二次医療圏単位とする。た  

  だし、複数の二次医療圏単位によりがたい地域については都  

  道府県知事が設定する地域とする。  

  イ 病院  

    知事の要請を受けた病院の開設者が整備、運営する病院で  

  相当数の病床を有し、小児科医師、看護師等の医療従事者の  

  確保及び小児の救急専用病床の確保等、入院を要する（第二  

  次）救急医療機関として診療機能を有する病院とする。  



 

３  運営方針  

（１）小児救急医療支援事業  

   地域の小児科を標榜する病院群又は病院が病院群輪番制方式  

  又は共同利用型病院方式により、小児救急医療に係る休日夜間  

  の診療体制を整えるものとし、原則として、初期救急医療施設  

  からの転送患者を受け入れるものとする。  

（２）小児救急医療拠点病院運営事業  

   小児救急医療拠点病院は、小児救急医療に係る休日夜間の診  

 療体制を常時整えるものとし、原則として、初期救急医療施設  

 及び救急搬送機関から転送された小児重症救急患者を必ず受け 

 入れるものとする。  

 

４  整備基準  

（１）小児救急医療支援事業  

  ア  当番日における入院を要する（第二次）救急医療機関と  

  して必要な診療機能及び専用病床を確保するものとする。  

  イ  当番日における病院の診療体制は、通常の当直体制の外に  

  重症救急患者の受け入れに対応できる医師等医療従事者を確  

  保するものとする。  

（２）小児救急医療拠点病院  

  ア  小児重者救急患者の入院を要する（第二次）救急医療機関  

  として必要な診療機能及び専用病床を確保するものとする。  

  イ  病院の診療体制は、休日夜間に小児重症救急患者の受け入  

  れに常時対応できる小児科医師及び看護師等医療従事者を確  

  保するものとする。  

 

５  施設及び設備  

（１）小児救急医療支援事業  

  ア 施設  

    入院を要する（第二次）救急医療機関として必要な診療部  

  門（診療室、処置室、手術室、薬剤室、エックス線室、検査  

  室等）及び専門病室等を設けるものとする。  

    また、必要に応じ、心臓病及び脳卒中の重症救急患者を受  

  け入れるため、心臓病専用病室（ＣＣＵ）及び脳卒中専用病  

  室（ＳＣＵ）を設けるものとする。  

  イ 設備  



    入院を要する（第二次）救急医療機関の診療機能として必  

  要な医療機械を備えるものとする。  

    また、必要に応じ、心臓病及び脳卒中の重症救急患者の治  

  療等に必要な専用医療機器を備えるものとする。  

    このほか、必要に応じて、搬送途上の患者の様態を正確に  

  把握し、医師の具体的指示を搬送途上に送るため、地域の中  

  心的な入院を要する（第二次）救急医療機関に心電図受信装  

  置を備えるものとする。  

（２）小児救急医療拠点病院  

  ア 施設  

    小児重症救急患者の入院を要する（第二次）救急医療機関  

  として必要な小児科診療部門（診療室、処置室、手術室、薬  

  剤室、エックス線室、検査室等）、小児専用病室等を設ける 

  ものとする。  

  イ 設備  

    小児重症救急患者の入院を要する（第二次）救急医療機関  

  として必要な医療機械等を備えるものとする。  

 

  附 則  

 この要綱は、平成２６年４月１日から適用する。  


